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参考資料２ 

 

 

いわゆるインカメラ審理に関する規定の例 
 

 

１ 裁判官のみが文書の提示を受ける審理方法 

（文書提出命令を拒否する理由の正当性を判断するために行うもの） 

 
○民事訴訟法 

（書証の申出）  
第 219 条 書証の申出は、文書を提出し、又は文書の所持者にその提出を命ずることを

申し立ててしなければならない。 
（文書提出義務）  
第 220 条  次に掲げる場合には、文書の所持者は、その提出を拒むことができない。  
四  前三号に掲げる場合のほか、文書が次に掲げるもののいずれにも該当しないとき。 
イ 文書の所持者又は文書の所持者と第百九十六条各号に掲げる関係を有する者に

ついての同条に規定する事項が記載されている文書 
ロ 公務員の職務上の秘密に関する文書でその提出により公共の利益を害し、又は

公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれがあるもの 
ハ 第百九十七条第一項第二号に規定する事実又は同項第三号に規定する事項で、

黙秘の義務が免除されていないものが記載されている文書 
ニ 専ら文書の所持者の利用に供するための文書（国又は地方公共団体が所持する

文書にあっては、公務員が組織的に用いるものを除く。） 
ホ 刑事事件に係る訴訟に関する書類若しくは少年の保護事件の記録又はこれらの

事件において押収されている文書 
（文書提出命令等）  
第 223 条 裁判所は、文書提出命令の申立てを理由があると認めるときは、決定で、文

書の所持者に対し、その提出を命ずる。この場合において、文書に取り調べる必要が

ないと認める部分又は提出の義務があると認めることができない部分があるときは、

その部分を除いて、提出を命ずることができる。 
６ 裁判所は、文書提出命令の申立てに係る文書が第二百二十条第四号イからニまでに

掲げる文書のいずれかに該当するかどうかの判断をするため必要があると認めると

きは、文書の所持者にその提示をさせることができる。この場合においては、何人も、

その提示された文書の開示を求めることができない。  
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２ 裁判官のみが文書の提示を受け、必要に応じ当事者等に開示される審理方法 

 

（１）文書提出命令を拒否する理由の正当性を判断するために行うもの 
 

○特許法 

（書類の提出等）  
第 105 条 裁判所は、特許権又は専用実施権の侵害に係る訴訟においては、当事者の申

立てにより、当事者に対し、当該侵害行為について立証するため、又は当該侵害の行

為による損害の計算をするため必要な書類の提出を命ずることができる。ただし、そ

の書類の所持者においてその提出を拒むことについて正当な理由があるときは、この

限りでない。  
２ 裁判所は、前項ただし書に規定する正当な理由があるかどうかの判断をするため必

要があると認めるときは、書類の所持者にその提示をさせることができる。この場合

においては、何人も、その提示された書類の開示を求めることができない。 
３ 裁判所は、前項の場合において、第一項ただし書に規定する正当な理由があるかど

うかについて前項後段の書類を開示してその意見を聴くことが必要であると認めると

きは、当事者等（当事者（法人である場合にあつては、その代表者）又は当事者の代

理人（訴訟代理人及び補佐人を除く。）、使用人その他の従業者をいう。以下同じ。）、

訴訟代理人又は補佐人に対し、当該書類を開示することができる。 
４ 前三項の規定は、特許権又は専用実施権の侵害に係る訴訟における当該侵害行為に

ついて立証するため必要な検証の目的の提示について準用する。 
 
 
（２）当事者尋問等の公開停止を決定するに当たって行うもの 
 

○特許法 

（当事者尋問等の公開停止）  
第 105 条の７ 特許権又は専用実施権の侵害に係る訴訟における当事者等が、その侵害

の有無についての判断の基礎となる事項であって当事者の保有する営業秘密に該当す

るものについて、当事者本人若しくは法定代理人又は証人として尋問を受ける場合に

おいては、裁判所は、裁判官の全員一致により、その当事者等が公開の法廷で当該事

項について陳述をすることにより当該営業秘密に基づく当事者の事業活動に著しい支

障を生ずることが明らかであることから当該事項について十分な陳述をすることがで

きず、かつ、当該陳述を欠くことにより他の証拠のみによっては当該事項を判断の基

礎とすべき特許権又は専用実施権の侵害の有無についての適正な裁判をすることがで

きないと認めるときは、決定で、当該事項の尋問を公開しないで行うことができる。 
２ 裁判所は、前項の決定をするに当たっては、あらかじめ、当事者等の意見を聴かな

ければならない。  
３ 裁判所は、前項の場合において、必要があると認めるときは、当事者等にその陳述

すべき事項の要領を記載した書面の提示をさせることができる。この場合においては、

何人も、その提示された書面の開示を求めることができない。 
４ 裁判所は、前項後段の書面を開示してその意見を聴くことが必要であると認めると

きは、当事者等、訴訟代理人又は補佐人に対し、当該書面を開示することができる。 
５ 裁判所は、第一項の規定により当該事項の尋問を公開しないで行うときは、公衆を

退廷させる前に、その旨を理由とともに言い渡さなければならない。当該事項の尋問

が終了したときは、再び公衆を入廷させなければならない。  
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３ 当事者尋問等の公開停止 

 
○人事訴訟法 

（当事者尋問等の公開停止）  
第 22 条 人事訴訟における当事者本人若しくは法定代理人（以下この項及び次項におい

て「当事者等」という。）又は証人が当該人事訴訟の目的である身分関係の形成又は存

否の確認の基礎となる事項であって自己の私生活上の重大な秘密に係るものについて

尋問を受ける場合においては、裁判所は、裁判官の全員一致により、その当事者等又

は証人が公開の法廷で当該事項について陳述をすることにより社会生活を営むのに著

しい支障を生ずることが明らかであることから当該事項について十分な陳述をするこ

とができず、かつ、当該陳述を欠くことにより他の証拠のみによっては当該身分関係

の形成又は存否の確認のための適正な裁判をすることができないと認めるときは、決

定で、当該事項の尋問を公開しないで行うことができる。  
２ 裁判所は、前項の決定をするに当たっては、あらかじめ、当事者等及び証人の意見

を聴かなければならない。  
３ 裁判所は、第一項の規定により当該事項の尋問を公開しないで行うときは、公衆を

退廷させる前に、その旨を理由とともに言い渡さなければならない。当該事項の尋問

が終了したときは、再び公衆を入廷させなければならない。  
 

○特許法 

（当事者尋問等の公開停止）  
第 105 条の７ 特許権又は専用実施権の侵害に係る訴訟における当事者等が、その侵害

の有無についての判断の基礎となる事項であって当事者の保有する営業秘密に該当す

るものについて、当事者本人若しくは法定代理人又は証人として尋問を受ける場合に

おいては、裁判所は、裁判官の全員一致により、その当事者等が公開の法廷で当該事

項について陳述をすることにより当該営業秘密に基づく当事者の事業活動に著しい支

障を生ずることが明らかであることから当該事項について十分な陳述をすることがで

きず、かつ、当該陳述を欠くことにより他の証拠のみによっては当該事項を判断の基

礎とすべき特許権又は専用実施権の侵害の有無についての適正な裁判をすることがで

きないと認めるときは、決定で、当該事項の尋問を公開しないで行うことができる。 
２ 裁判所は、前項の決定をするに当たっては、あらかじめ、当事者等の意見を聴かな

ければならない。  
３ 裁判所は、前項の場合において、必要があると認めるときは、当事者等にその陳述

すべき事項の要領を記載した書面の提示をさせることができる。この場合においては、

何人も、その提示された書面の開示を求めることができない。 
４ 裁判所は、前項後段の書面を開示してその意見を聴くことが必要であると認めると

きは、当事者等、訴訟代理人又は補佐人に対し、当該書面を開示することができる。 
５ 裁判所は、第一項の規定により当該事項の尋問を公開しないで行うときは、公衆を

退廷させる前に、その旨を理由とともに言い渡さなければならない。当該事項の尋問

が終了したときは、再び公衆を入廷させなければならない。  
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（参考）訴訟記録の閲覧等 
 

○民事訴訟法 

（訴訟記録の閲覧等） 
第 91 条 何人も、裁判所書記官に対し、訴訟記録の閲覧を請求することができる。  
２ 公開を禁止した口頭弁論に係る訴訟記録については、当事者及び利害関係を疎明し

た第三者に限り、前項の規定による請求をすることができる。  
３ 当事者及び利害関係を疎明した第三者は、裁判所書記官に対し、訴訟記録の謄写、

その正本、謄本若しくは抄本の交付又は訴訟に関する事項の証明書の交付を請求する

ことができる。  
４ 前項の規定は、訴訟記録中の録音テープ又はビデオテープ（これらに準ずる方法に

より一定の事項を記録した物を含む。）に関しては、適用しない。この場合において、

これらの物について当事者又は利害関係を疎明した第三者の請求があるときは、裁判

所書記官は、その複製を許さなければならない。  
５ 訴訟記録の閲覧、謄写及び複製の請求は、訴訟記録の保存又は裁判所の執務に支障

があるときは、することができない。  
 
 


